
平成２７年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ４ 府 省 庁 名 文部科学省            

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（ 都市計画税） 

要望 

項目名 
被用者年金の一元化等に伴う税制上の所要の措置 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

 日本私立学校振興・共済事業団法第２３条第１項で規定する業務の用に供する固定資産 

 

・特例措置の内容 

 日本私立学校振興・共済事業団法第２３条第１項で規定する業務の用に供する固定資産について、被用者

年金の一元化及び退職等年金給付の創設に伴う同法改正後も、業務の重要性・公共性が変わるものではない

ことから、引き続き非課税措置とする。 

 

関係条文 

 
日本私立学校振興・共済事業団法第２３条第１項 

 地方税法第３４８条第２項第１３号  地方税法施行令第５１条第３号 

 

減収 

見込額 

［初年度］  －   （  －  ）  ［平年度］  －   （  －  ） 

［改正増減収額］  －                           （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

 今後の被用者年金制度の成熟化、少子高齢化の一層の進展等に備え、当該制度について、公的年金制度の

一元化を展望しつつ、制度の安定性を高める必要がある。そのため、民間被用者及び公務員を通じ、将来に

向けた、保険料負担及び保険給付の公平性を確保することにより、公的年金制度全体に対する国民の信頼を

高めるため、公務員及び私立学校教職員についても厚生年金保険制度を適用する措置を講ずる。 

 また、被用者年金一元化法の成立により、共済年金の職域部分が廃止されることから、新たな年金（新３

階年金）を設ける。 

 

（２）施策の必要性 

現在、日本私立学校振興・共済事業団が日本私立学校振興・共済事業団法第２３条第１項第７号で規定す

る長期給付の業務の用に供する固定資産については、地方税法第３４８条第２項第１３号（地方税法施行令

第５１条第３号）の規定により非課税とされている。 

平成２４年８月に成立した、被用者年金一元化法により、事業団法第２３条第１項第７号に規定する年金

の給付に関する業務である「私立学校教職員共済法に規定する長期給付」を「厚生年金保険法に規定する保

険給付」とする改正を行った。 

また、平成２４年１１月に成立した、私立学校教職員共済法等の一部を改正する法律により、事業団法第

２３条第１項第８号として、新たな年金（新３階年金）である「私立学校教職員共済法に規定する退職等年

金給付」を加える改正を行った。 

固定資産税非課税の対象となる固定資産は、年金給付の事務を実施する事務所であり、今般の法改正後も、

現行と同様に年金の給付業務を実施することから、非課税措置を維持する必要がある。 

 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

－ 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

政策目標６ 私学の振興  
施策目標６－１ 特色ある教育研究を展開する私立学校の振興 

 
＜教育振興基本計画＞ 
基本施策２９ 私立学校の振興 

政策の 

達成目標 

「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成24
年法律第 63 号）」及び「私立学校教職員共済法等の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 98
号）」において措置された被用者年金の一元化等について、円滑な実施を図る。 
 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 
－ 

 

同上の期間中

の達成目標 

 
－ 

 

政策目標の 

達成状況 

 
－ 

 

 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 

日本私立学校振興・共済事業団が所有する本部事務所 

 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

加入者に対する年金給付業務は、固定資産税等が非課税であることを前提として、掛金等の
制度設計を行っていることから、法改正後も引き続き非課税とすることにより、加入者や雇用
者である学校法人の負担を増やすことなく、これまでと同等の掛金等の制度設計とすることが
見込まれる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

なし 

 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 
－ 

 

 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 
－ 

 

要望の措置の 

妥当性 

私立学校教職員に係る年金の給付制度について、私立学校教職員であった者及びその遺族の

適当な生活の維持及び私立学校教育の振興のための制度であることに変わりはないこと、固定

資産税等の非課税対象となる固定資産は、給付の事務を実施する事務所であり、事業団は、今

般の法改正後も加入者に対する年金の給付業務を事務所において引き続き実施することから、

非課税措置を維持することが妥当である。 

 

ページ ４―２ 

 



 
 

税負担軽減措置等の 

適用実績 

 
－ 

 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

－ 

 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 
－ 

 

前回要望時の 

達成目標 

 
－ 

 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 
－ 

 

これまでの要望経緯 

 

平成２５年度要望時に説明済み。 
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